
　

令
和
６
年
３
月
末
現
在
の
第
１
号
被

保
険
者（
65
歳
以
上
）は
3
万
1
，３
６
０

人
で
、
前
年
同
月
よ
り
３
３
３
人（
１
・
07

％
）増
え
て
い
ま
す
。

　

要
介
護
認
定
者
は
年
々
増
加
傾
向
に

あ
り
、
令
和
６
年
３
月
末
現
在
５
，８
５

５
人（
第
２
号
被
保
険
者（
40
～
64
歳
以

下
）
の
１
０
７
人
を
含
む
）で
、
前
年
同

月
よ
り
２
６
２
人（
４
・
68
％
）増
加
し
ま

し
た
。

　

令
和
６
年
３
月
末
現
在
の
認
定
率（
65

歳
以
上
の
人
に
占
め
る
認
定
者
の
割
合
）

は
18
・
７
％
で
す
が
、
75
歳
以
上
の
後
期

高
齢
者
で
は
29
・
８
％
と
、
約
３
人
に
１

人
が
要
介
護
認
定
を
受
け
て
い
ま
す
。

　40歳以上の人が納める介護保険
料と公費（国・県・市）で、介護（予
防）などの保険給付を行いました（市
の特別給付を除く）。
※ 1  調整交付金は介護保険法第122条

に基づき、市町村間の「給付水準」
や「所得水準」の違いによる保険料
基準額への影響を是正するために、
国から交付されます。令和5年度は
草津市には1・68％の割合で交付さ
れました

※ 2  小数点第二位を四捨五入した数値

　

令
和
5
年
度
の
介
護
保
険
の
財
政
状
況

は
、
歳
入
が
98
億
5
，５
２
０
万
円
、
歳

出
が
97
億
4
，１
４
６
万
円
と
な
り
、
1

億
1
，３
７
４
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　

決
算
は
黒
字
で
し
た
が
、
介
護
給
付

費
に
つ
い
て
は
今
後
も
増
加
が
見
込
ま

れ
ま
す
。
被
保
険
者
一
人
一
人
が
介
護

予
防
に
努
め
る
と
と
も
に
、
介
護
が
必

介
護
保
険
の
財
政
状
況

介
護
保
険
の
財
政
状
況

　

介
護
保
険
制
度
で
は
、
介
護
保
険 

サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
費
用
の
1
割
を

利
用
者
が
負
担
し
、
残
り
9
割
は
、
保

険
か
ら
給
付
さ
れ
ま
す（
一
定
所
得
以

上
の
利
用
者
は
2
割
ま
た
は
3
割
を
負

担
し
、
残
り
の
8
割
ま
た
は
7
割
は
、

保
険
か
ら
給
付
）。

　

令
和
5
年
度
の
介
護
給
付
費
は
、
89

億
６
５
０
万
円
で
し
た
。

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の

利
用
状
況

利
用
状
況

問 �介護保険課（ 1階）�☎561-2369、561-2480

要
に
な
っ
た
と
き
に
安
心
し
て
サ
ー
ビ

ス
を
利
用
で
き
る
よ
う
、
こ
れ
か
ら
も

適
切
な
運
営
に
努
め
ま
す
。

第1号被保険者
介護保険料
国庫支出金
介護給付費交付金
県支出金
一般会計繰入金
繰越金

総務費
保険給付費
特別給付費
地域支援事業
基金積立金
繰出金

65歳以上の人からの保険料収入

国からの負担金や交付金など
第2号被保険者(40～64歳)の保険料
県からの負担金や交付金など
一般会計から特別会計への繰入金
翌年度への繰越財源

介護認定や保険料徴収のための費用など
介護サービス利用の保険給付
市独自の保険給付
介護予防事業
基金への積立金
一般会計への繰出金

用語の解説

693693

509509

715715

562562
466466
453453
4,8034,803

1,4051,405

平成30 令和元 (年度)2 3 4 5
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
(人)

673673

537537

752752

621621
484484
455455
5,0145,014

1,4921,492

709709

553553

791791

661661

524524
458458
5,2535,253

1,5571,557

736736

558558

762762

726726

556556
457457
5,4615,461

1,6661,666

716716

551551

823823

755755

586586
448448
5,5935,593

1,7141,714

743743

661661

880880

741741

641641
452452
5,8555,855

1,7371,737

要介護 5
要介護 4

要介護 3

要介護 2

要介護 1

要支援 2 

要支援 1 

�要介護認定者数（各年度末時点の数値）

1 号被保険者
（65歳以上の人）の
保険料
26.3%

1 号被保険者
（65歳以上の人）の
保険料
26.3%

2 号被保険者
（40～64歳の人）の
保険料
27.0%

2 号被保険者
（40～64歳の人）の
保険料
27.0%

市の負担金
12.5%
市の負担金
12.5%

県の負担金
12.5%
県の負担金
12.5%

国の負担金
20.0%
国の負担金
20.0%

調整交付金※1

1.7%※ 2
調整交付金※1

1.7%※ 2

介護保険の財源構成

歳入 歳出 

第１号被保険者
介護保険料 24億1,366万円 総務費 2 億5,550万円

国庫支出金 19億713万円 保険給付費 89億650万円
介護給付費交付金
（支払基金） 23億9,987万円 特別給付費 8,726万円

県支出金 13億1,107万円 地域支援事業 2 億2,604万円
一般会計繰入金 16億633万円 基金積立金 4,524万円
基金繰入金 775万円 繰出金 9,728万円
繰越金 2 億668万円 その他の支出 1 億2,364万円
その他の収入 271万円 　 　

合計 98億5,520万円 合計 97億4,146万円

令和 5年度�財政状況

要
介
護
認
定
の
状
況

要
介
護
認
定
の
状
況

令和
５
年
度

介
護
保
険
の
運
営
状
況

収入
24億

3,700万円

支出
21億

4,600万円

収入
2億

4,400万円

支出
15億

4,700万円
0 5 10 15 20 25（億円） 0 5 10 2015

水道料金 20億4,500万円水道料金 20億4,500万円
一般会計
負担金など
2,400万円

一般会計
負担金など
2,400万円

①長期前受金戻入 3億6,800万円①長期前受金戻入 3億6,800万円 一般会計出資金9,700万円一般会計出資金9,700万円

工事負担金 1億4,700万円工事負担金 1億4,700万円
事業運営費
10億5,000万円
事業運営費
10億5,000万円

②減価償却費など
10億5,600万円
②減価償却費など
10億5,600万円

建設改良費
13億3,900万円
建設改良費
13億3,900万円

企業債の返済など
2億800万円

企業債の返済など
2億800万円

③収支差引（純利益）
 2 億9,100万円
③収支差引（純利益）
 2 億9,100万円

借入金の利息
4,000万円
借入金の利息
4,000万円

（億円）
②+③－①=留保 不足分を補てん内部留保資金

収支差引　　　　
13億300万円

収支差引　　　　
13億300万円

（不足額）

収益的収支〔水道水を届けるための収入と支出〕（税抜） 資本的収支〔施設建設のための収入と支出〕（税込）

収入
34億

4,200万円

支出
32億

3,900万円
0 10 20 30 40（億円）

下水道使用料
21億7,900万円
下水道使用料
21億7,900万円

一般会計負担金など
3億7,700万円
一般会計負担金など
3億7,700万円　①長期前受金戻入 8億8,600万円　①長期前受金戻入 8億8,600万円

事業運営費
2億7,000万円
事業運営費

2億7,000万円

②減価償却費など
19億円

②減価償却費など
19億円

③収支差引（純利益）
  2 億300万円
③収支差引（純利益）
  2 億300万円

借入金の利息
2億1,300万円
借入金の利息
2億1,300万円

流域下水道維持管理費負担金 8億5,600万円流域下水道維持管理費負担金 8億5,600万円

収入
7億

9,100万円

支出
21億

3,100万円
0 10 20

企業債 3億3,500万円企業債 3億3,500万円 一般会計出資金・負担金 3 億4,200万円一般会計出資金・負担金 3 億4,200万円

国補助金 1億600万円国補助金 1億600万円 受益者負担金など 800万円受益者負担金など 800万円
建設改良費
5億900万円

企業債の返済
16億2,200万円

30
（億円）

内部留保資金②+③－①=留保 不足分を補てん

収支差引　　　　
13億4,000万円
収支差引　　　　
13億4,000万円

（不足額）

問 �上下水道総務課（ 2階）�☎561-2440、561-2481

収益的収支〔下水処理のための収入と支出〕（税抜） 資本的収支〔施設建設のための収入と支出〕（税込）

水道事業貸借対照表（令和 5年度）

下水道事業貸借対照表（令和 5年度）

固定資産
（下水道管など）
518億6,800万円

固定資産
（下水道管など）
518億6,800万円資産の部

541億
6,600万円 資本の部

126億
9,700万円

負債の部
414億

6,900万円

資本金
118億8,900万円
資本金

118億8,900万円

資本剰余金
4億4,800万円
資本剰余金
4億4,800万円
利益剰余金
3億6,000万円
利益剰余金
3億6,000万円

流動負債 
22億3,200万円

固定負債
（企業債の残高など） 
138億8,500万円

固定負債
（企業債の残高など） 
138億8,500万円

流動資産
（預金など）
22億9,800万円

流動資産
（預金など）
22億9,800万円

繰延収益
（国庫補助金や
工事負担金など）
253億5,200万円

繰延収益
（国庫補助金や
工事負担金など）
253億5,200万円

固定資産
（水道管、浄水施設など）
259億7,000万円

固定資産
（水道管、浄水施設など）
259億7,000万円資産の部

290億
3,500万円

資本の部
162億
7,000万円

負債の部
127億
6,500万円

繰延収益
（国庫補助金や
工事負担金など）
81億6,800万円

繰延収益
（国庫補助金や
工事負担金など）
81億6,800万円

資本金
139億3,500万円

資本金
139億3,500万円

資本剰余金
12億9,400万円
資本剰余金
12億9,400万円
利益剰余金
10億4,100万円
利益剰余金
10億4,100万円

流動負債 9億3,800万円流動負債 9億3,800万円
固定負債 36億5,900万円（企業債の残高など）固定負債 36億5,900万円（企業債の残高など）

流動資産
（預金、貯蔵品など）
30億6,500万円

流動資産
（預金、貯蔵品など）
30億6,500万円

　

下
水
道
事
業
は
、
使
用
料
収
入
の
増
加
や
企

業
債
利
息
の
減
少
な
ど
に
よ
り
、
２
億
３
０
０

万
円
の
純
利
益
を
計
上
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し

た
。
こ
の
利
益
は
、
企
業
債
の
返
済
に
充
て
る

た
め
に
積
み
立
て
ま
す
。

　

主
な
事
業
は
、
下
水
道
施
設
の
更
新
・
耐

震
化
事
業
及
び
雨
水
幹
線
の
整
備
事
業
で
す
。

　

今
後
も
将
来
に
わ
た
り
、
安
定
的
な
経
営

を
続
け
て
い
く
た
め
、
効
率
的
な
運
営
に
努

め
ま
す
。

　

水
道
事
業
は
、
令
和
４
年
度
に
引
き
続
き
、

電
気
代
の
高
騰
な
ど
、
経
費
の
増
加
が
あ
り
ま

し
た
が
、
２
億
９
，１
０
０
万
円
の
純
利
益
を

計
上
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
こ
の
利
益
は
、

企
業
債
の
返
済
や
今
後
の
建
設
事
業
に
充
て
る

た
め
に
積
み
立
て
ま
す
。

　

主
な
事
業
は
、
浄
水
場
の
耐
震
補
強
や
浸

水
対
策
、
配
水
管
の
更
新
事
業
で
す
。

　

今
後
も
、
継
続
し
て
安
全
で
お
い
し
い
水

を
届
け
ら
れ
る
よ
う
、
効
率
的
な
運
営
に
努

め
ま
す
。

令和
５
年
度

水
道
事
業
の
決
算

令和
５
年
度

下
水
道
事
業
の
決
算
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